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1．研究の目的
昨今の情報社会の高度化により，教育実践の場に
おいて，ITや ICT，セキュリティなどの情報分野
に関する知識の重要性が増している。教育現場で必
要とされる知識についても，情報技術やコミュニ
ケーションツールの急速な進歩に合わせて日々変化
しており，このような特徴はハードウェアやソフト
ウェアだけでなく，比較的変容の少ないと考えられ
る法規，ルール，マナーについても決して固定的で
ない状況が見られる。
体系的で網羅的な情報分野の知識の習得が必要と
される一方で，実践的な教育の場で必要な情報分野
の知識にはサイバー犯罪や著作権，情報処理の技法
などが含まれ，それら知識の総体は教員採用の時点
で出題される設問の内容から推し量ることができ
る。
今回の研究では教員の採用試験に出題される設問
を構成する問と選択肢から，用語と用語の説明のセ
ットを分類し，教員に求められる情報分野の知識の
抽出を行い，データベースを構築することを目的と
した。知識の分類からその傾向を分析し，必要とさ
れる知識の系統と年度ごとの推移についても検討を
行う。
2．設問の収集
教員採用試験の筆記試験は通常，一般教養，専門，
小論文から構成されており，今回の研究では，一般
教養で出題される情報分野の設問を対象とした。都
道府県により，出題の傾向が異なり，その傾向は一
般教養で出題される全体の問題数と情報分野で出題
される問題数との比率で確認することができる。設
問の収集にあたって，全国の都道府県の中で，情報
分野の出題比率が高く，全体の2割程度を占める兵
庫県の採用試験問題を対象として扱うこととした。
2002年度から2015年度の出題問題から情報分野の設
問を収集し，分類整理を行う。
3．設問を分類するための規則
3．1 分類の規則と2つの分類細目の設定
問と選択肢の相互の関係から設問全体が問うてい
る知識を抽出し分類するにあたって，設問の型の規
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則を見出し，それらの規則に応じて分類をする必要
がある。今回の分類では，5つの基本となる規則を
設けて，問と選択肢の関係から細目の大と細目の小
から構成される分類を行い，データベースに追加し
た。（表1）。
3．2 分類規則1 単一の用語と単一の説明
表1で示した規則1は「問で用語 Aを提示し，4
択の選択肢から用語 Aを説明する内容を選択する
設問の場合」の設問であり，問と選択肢の関係には，
問の問題 Aに対して選択肢の一つが用語 Aの適切
な説明をしており，「用語 A＝用語 Aの適切な説
明」が成り立つ場合は，用語 Aを細目の大，小で
（規則1）問で用語 Aを提示し，4択の選択肢から用語 Aを説明する内容を選択する設問の場合
問 選択肢 問と選択肢の関係 分類
用語 A 用語 Aの適切な説明 用語 A＝用語 Aの適切な説明 用語 Aを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Aの不適切な説明 用語 A≠用語 Aの不適切な説明 分類に追加，せず
用語 A 用語 Aの不適切な説明 用語 A≠用語 Aの不適切な説明 分類に追加せず
用語 A 用語 Aの不適切な説明 用語 A≠用語 Aの不適切な説明 分類に追加せず
（規則2）問で用語 Aを提示し，4択の選択肢から用語 Aを説明しない内容を選択する設問の場合
問 選択肢 問と選択肢の関係 分類
用語 A 用語 Aの適切な説明 用語 A＝用語 Aの適切な説明 用語 Aを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Aの適切な説明 用語 A＝用語 Aの適切な説明 用語 Aを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Aの適切な説明 用語 A＝用語 Aの適切な説明 用語 Aを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Aの不適切な説明 用語 A≠用語 Aの不適切な説明 分類に追加せず
（規則3）問で用語 Aを提示し，4択の選択肢から用語 Aを説明する内容を選択する設問の場合
問 選択肢 問と選択肢の関係 分類
用語 A 用語 Aの適切な説明 用語 A＝用語 Aの適切な説明 用語 Aを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Bの適切な説明 用語 A≠用語 Bの適切な説明 用語 Bを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Cの適切な説明 用語 A≠用語 Cの適切な説明 用語 Cを細目分類大，小で分類
用語 A 用語 Dの適切な説明 用語 A≠用語 Dの適切な説明 用語 Dを細目分類大，小で分類
（規則4）問で用語 Aを説明する内容を提示し，4択の選択肢から用語 Aを選択する設問の場合
問 選択肢 問と選択肢の関係 分類
用語 Aの適切な説明 用語 A 用語 Aの適切な説明＝用語 A 用語 Aを細目分類大，小で分類
用語 Aの適切な説明 用語 B 用語 Aの適切な説明≠用語 B 用語 Bを細目分類大，小で分類
用語 Aの適切な説明 用語 C 用語 Aの適切な説明≠用語 C 用語 Cを細目分類大，小で分類
用語 Aの適切な説明 用語 D 用語 Aの適切な説明≠用語 D 用語 Dを細目分類大，小で分類
（規則5）問で計算手順を説明する内容を提示し，4択の選択肢から計算結果の正解を選択する設問の場合
問 選択肢 問と選択肢の関係 分類
計算結果 Aのための手順 計算結果 A 計算結果 Aのための手順＝計算結果 A 用語 Aを細目分類大，小で分類
計算結果 Aのための手順 計算結果 B 計算結果 Aのための手順≠計算結果 B 分類に追加せず
計算結果 Aのための手順 計算結果 C 計算結果 Aのための手順≠計算結果 C 分類に追加せず
計算結果 Aのための手順 計算結果 D 計算結果 Aのための手順≠計算結果 D 分類に追加せず
表1 問と選択肢の関係から設問を細目分類をするための規則
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分類し，追加を行う。もう一方で，問の問題 Aに
対して選択肢の1つが用語 Aの適切な説明をして
おらず，「用語 A≠用語 Aの不適切な説明」が成り
立つ場合は，用語 Aは知識として追加しない（図
1）。
3．3 分類規則2 単一の用語と複数の説明
規則2の場合，「問で用語 Aを提示し，4択の選
択肢から用語 Aを説明しない内容を選択する設問
の場合」の設問であり，問と選択肢の関係は規則1
と同様であるが，規則1では追加される知識が1つ
であるのに対して，規則2では，追加される知識は
3つとなる（図2）。
3．4 分類規則3 複数の用語と複数の説明
規則3は，「問で用語 Aを提示し，4択の選択肢
から用語 Aを説明する内容を選択する設問の場
合」であり，設問の型は規則1と共通しているが，
問と選択肢の関係が異なり，選択肢は用語 Aの適
図2 規則2による分類の例
図1 規則1による分類の例
図3 規則3による分類の例
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切な説明と他の用語 B，C，Dの適切な説明から構
成されている場合である。問の問題 Aに対して選
択肢の一つが用語 Aの適切な説明をしており，「用
語 A＝用語 Aの適切な説明」が成り立つ場合は，
規則1，2と同様に，用語 Aを細目の大，小で分
類し，追加を行う。また，問と選択肢の関係につい
て「用語 A≠用語 Bの適切な説明」となっている
場合，用語 Bを細目の大，小で分類し，追加を行
う。これは，「用語 A≠用語 Cの適切な説明」「用
語 A≠用語 Dの適切な説明」の場合も同様で用語
C，用語 Dがそれぞれ細目の大，小で分類され，追
加される（図3）。
3．5 分類規則4 単一の説明と複数の用語
規則4は，「問で用語 Aを説明する内容を提示
し，4択の選択肢から用語 Aを選択する設問の場
合」である。用語 Aについての設問であり，用語
A，B，C，Dが選択肢に含まれるという点で規則
3と同じである。しかし，規則3では問が用語 A
を提示し，選択肢が用語 A，B，C，Dの適切な説
明となっているのに対して，規則4では，用語 A
の適切な説明は問で提示され，選択肢は用語 A，B，
C，Dとなる。問と選択肢の関係が規則3と逆にな
るが，「用語 Aの適切な説明＝用語 A」が成り立つ
場合は，規則1，2，3と同様に，用語 Aを細目
の大，小で分類し，追加を行う。また，問と選択肢
の関係について「用語 Aの適切な説明≠用語 B」
となっている場合，用語 Bを細目の大，小で分類
し，追加を行う。これは，「用語 Aの適切な説明≠
用語 C」「用語 Aの適切な説明≠用語 D」の場合も
同様で用語 C，用語 Dがそれぞれ細目の大，小で
分類され，追加される（図4）。
3．6 分類規則5 計算手順と結果
規則5は，「問で計算手順を説明する内容を提示
し，4択の選択肢から計算結果の正解を選択する設
問の場合」であり，問と選択肢の関係について，問
が計算結果 Aのための手順であるのに対して選択
肢は計算結果 Aとなる。「計算結果 Aのための手順
＝計算結果 A」が成り立つ場合は，用語 Aを細目
の大，小で分類し，追加を行う。もう一方で，計算
結果 Aのための手順に対して選択肢の一つが不適
切な計算結果 Bであり，「計算結果 Aのための手順
≠計算結果 B」が成り立つ場合は，用語 Aは知識
として追加しない。結果，設問から追加される知識
は1つだけとなる（図4）。
4．用語の分類における細目の大について
4．1 全ての設問から抽出された用語の分類と正解
の設問から抽出された用語の分類
設問を構成する（a）問と（b）選択肢，そして，
（c）問と選択肢の関係性から，細目大と細目小の
二つの分類を行った。分類を行うにあたって，表1
に示した規則1と規則2では，（1）間違った不適
切な説明を含む問と選択肢のセットと，規則5での
（2）正解でない計算結果を含むセットについて
は，データベースに追加しないこととしたが，（1）
の不適切な説明を含むセットについては，説明をし
ようとした用語は習得すべき知識として重要度が高
いとみなすことができるため，これらを除外せず全
ての設問を分類した場合と正解の設問のみを分類し
た場合の2種の集計を行うこととした。
図4 規則4による分類の例
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4．2 分類の細目の大，小のそれぞれの集計数が分
類に及ぼす規則
分類がある程度明確に収斂されることを意図し，
分類の細目の大についてのそれぞれの集計数と，分
類の細目の小についてのそれぞれの集計数につい
て，前者が後者の個数を必ず超えるよう分類を行う
規則とした。
4．3 細目の大の個々の内容
分類を行うにあたって，語が複数の概念にまたが
っている場合があるため，それぞれの内容について
は次の点に留意した。
IT ： 情報技術に関する用語やネットワークの基
礎的技術に関わる用語
ICT ： コミュニケーションを支援するサービス
やそれらの効果，問題に関わる用語
サイバー犯罪 ： コンピュータウイルスや不正ア
クセスなどの犯罪行為に関わる
用語
著作権 ： 著作権法と著作権の保護に関わる用語
情報機器 ： デジタルカメラや記憶装置などの
ハードウェアとその内部構成に関わ
る用語
セキュリティ ： 個人情報の漏えいなどを防ぐた
めの手段と方法に関わる用語
ソフトウェア ： アプリケーションソフトウェア
全般とそれらのソフトウェアで
用いられるデータ形式に関わる
用語
デジタル ： デジタルコンピュータで用いられる
データの数値化と表現，計算方法に
関わる用語
教育施策 ： 情報に関連する教育施策に関わる用
語
Excelの操作 ： 表計算ソフトMicrosoft Excelの
関数，数値計算，操作に関わる
用語
メディア ： 記憶媒体とファイル形式，データ形
式に関わる用語
この11の分類のうち，情報機器，デジタル，ソフ
トウェア，メディア，Excelの操作は ITに含まれる
と考えられるが，それぞれに分類される用語の集計
数の結果から，先に述べた「4．2 分類の細目の大，
小のそれぞれの集計数が分類に及ぼす規則」を適用
し，それぞれを個別に分類の細目の大とした。
4．4 細目の大についての集計結果
以上の11個の分類から細目の大を設定し分類を行
った結果，正解の設問のみの場合は296個，全ての
設問を分類した場合は351個となった（表5）。正解
の設問のみの場合の集計について，ITは58個
（19．6％），ICTは48個（16．2％），情報機器が34個
（11．5％），サイバー犯罪が25個（8．4％），著作権
は24個（8．1％）の順となった。また，全ての設問
の場合の集計について，ITは66個（18．8％），ICT
は59個（16．8％），サイバー犯罪が36個（10．3％），
著作権は35個（10．0％），情報機器が34個（9．7％）
の順となった。
4．5 細目の大のグループ化とその集計結果
11の分類について，内容から（A）ハード，ソフ
トについての知識と，（B）コミュニケーション，
サービス，法規についての知識，の2つの特性に着
目した場合，次のようにまとめることができる。
グループ（A）： IT，情報機器，デジタル，ソフ図5 設問から抽出した問題の分類 細目の大
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トウェア，メディア，Excelの
操作
グループ（B）： ICT，著作権，サイバー犯罪，
セキュリティ，教育施策
この2つの分類で集計をすると，正解の設問のみ
の場合の集計について，グループ（A）は164個
（55．4％），グループ（B）は132個（44．6％），と
なり，また，全ての設問の場合の集計について，グ
ループ（A）は178個（50．7％），グループ（B）は
173個（49．3％），となった。
5．用語の分類における細目の小について
5．1 細目の小についての集計結果
全ての設問を分類した場合の集計から，設問から
抽出した細目の小の内訳はそれぞれ以下の結果とな
った。
ITについての用語は，電子メールが10個，URL
が7個，LANが6個，IT，情報検索が3個，ADSL，
IPアドレス，OS，POP，ストリーミング，検索エ
ンジンが2個，25の用語が1個ずつとなった（図
6）。
ICTについての用語は，ユビキタスが8個，アク
セシビリティが6個，SNS，教育効果，情報モラル
が4個，ブログが3個，テクノストレス，ユニバー
サルデザイン，情報モラル教育が2個ずつ，24個の
語が1個ずつとなった（図7）。
サイバー犯罪についての用語は，コンピュータウ
イルス，出会い系サイトが4個ずつ，携帯電話，誹
謗中傷が3個ずつ，情報化の「光と影」，不正アク
セス，迷惑メールが2個ずつ，1個ずつの用語が16
個となった（図8）。
著作権についての分類については，設問中に用語
がどの条文と関連するか明示されていないため，用
語としてではなく設問が示す内容として分類した。
図6 「IT」に関する設問から抽出した問題の分類
細目の小
図7 「ICT」に関する設問から抽出した問題の分類
細目の小
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著作権についての内容および著作権に関する用語
は，著作権法第35条（学校その他の教育機関におけ
る複製等）と38条（営利を目的としない上演等）に
関する内容が5個，著作権法第2条（定義）に関す
る内容，著作権法第35条に関する内容が4個ずつ，
自由利用マークが3個，著作権の発生要件の無方式
主義に関する内容，著作権第23条（公衆送信権等），
著作権法第30条（私的使用のための複製），著作権
法第38条のそれぞれに関わる内容が2個ずつ，1個
ずつの内容が11個となった。著作権法に関連する内
容についての問と選択肢のセットは，2つ以上の著
作権法の条文に関連するものがあり，第35条に関わ
るセットは合計で10個あった（図9）。
情報機器についての用語は，デジタルカメラが3
個，CPU，GUI，HUB，RAM，ディスプレイ，光
の3原色が2個ずつ，1個ずつの用語が19個となっ
た（図10）。
セキュリティに関する用語は，個人情報が10個，
フィルタリングが3個，ID，パスワードが2個ず
つ，1個ずつの用語が8個となった（図11）。
ソフトウェアに関する用語は，表計算ソフトが4
個，ブラウザが3個，レーダーチャートが2個，1
図8 「サイバー犯罪」に関する設問から抽出した
問題の分類 細目の小
図10「情報機器」に関する設問から抽出した問題
の分類 細目の小
図11「セキュリティ」に関する設問から抽出した
問題の分類 細目の小
図9 「著作権」に関する設問から抽出した問題の
分類 細目の小
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個ずつの用語は14個となった（図12）。
デジタルについての用語は意図する内容に応じて
「デジタル」と「ディジタル」を表記の使い分けが
見られたが，ここでの表記は「デジタル」に統一し
た（図11）。情報の単位が11個，画像が2個，1個
ずつの用語は10個となった（図13）。
教育施策に関する用語は，IT新改革戦略，青少
年愛護条例が4個ずつ，情報活用能力が3個，e−Ja-
pan戦略，教育委員会が2個ずつ，1個ずつの用語
が3個となった（図14）。
Excelの操作に関する用語は，四則演算が5個，IF
関数，Vlookup関数が2個ずつ，1個ずつの用語が
7個となった（図15）。
メディアに関する用語は，デジタル放送が4個，
GIF形式，JPEG形式を2個ずつ，1個ずつの用語
が8個となった（図16）。
6．分類の細目の大の推移について
6．1 細目の大についての年度別の集計結果
設問から抽出した分類の細目の大について年度別
の集計を行った。
図17，図18は11の分類について年度別に並べた場
合の中央値に着目し，その年度を上下の太線で囲
み，太線が一本の場合は年度の境界を示している。
全ての設問を分類した場合の集計では，ICTとサ
イバー攻撃が2012年，Excelの操作が2011年，セキ
ュリティが2008年，教育施策が2008年から2007年，
図14「教育施策」に関する設問から抽出した問題
の分類 細目の小
図12「ソフトウェア」に関する設問から抽出した
問題の分類 細目の小
図15「Excelの操作」に関する設問から抽出した
問題の分類 細目の小
図13「デジタル」に関する設問から抽出した問題
の分類 細目の小
図16「メディア」に関する設問から抽出した問題
の分類 細目の小
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著作権，デジタルが2007年，情報機器とメディアが
2006年，ITが2006年から2005年，ソフトウェアが
2004年となった（図17）。
正解の設問を分類した場合の集計では，ICTが
2012年から2011年，サイバー攻撃，Excelの操作が
2011年，セキュリティが2008年，著作権，デジタル
が2007年，ITが2007年から2006年，情報機器とメ
ディアが2006年，教育施策が2005年，ソフトウェア
が2004年となった（図18）。
6．2 グループ化した細目の大についての年度別の
集計結果
11に分類された細目の大について，先に述べた
（A）ハード，ソフトについての知識と，（B）コミ
図17 設問から抽出した問題の分類 細目の大の集計 全ての設問の場合 年度別の推移
図18 設問から抽出した問題の分類 細目の大の集計 正解の設問のみ 年度別の推移
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ュニケーション，サービス，法規についての知識，
の2つの特性に着目し，集計した場合，グループ
（A）にまとめられる IT，情報機器，デジタル，ソ
フトウェア，メディア，Excelの操作とグループ（B）
にまとめられる ICT，著作権，サイバー犯罪，セキ
ュリティ，教育施策について，2015年度から2009年
度，2008年度から2002年度に分け，集計を行った。
全ての設問の場合，2014年度から2009年度の用語
の個数は154個（43．9％），2008年度から2002年度は
197個（56．1％）となった。2014年度から2009年度
のグループ（A）の個数は154個中60個（39．0％）
に対して（B）は98個（61．0％）となり，グループ
（B）が3分の2を占める一方で，2007年度から2002
年 度 の グ ル ー プ（A）の 個 数 は197個 中118個
（59．9％）に対してグループ（B）は79個（40．1％）
となり，グループ（A）が6割を占める。
正解の設問の場合，2014年度から2009年度の用語
の個数は133個（44．9％），2008年度から2002年度は
163個（55．1％）となった。2014年度から2008年度
のグループ（A）の個数は133個中58個（43．6％）
に対してグループ（B）は75個（56．4％）となり，2008
年度から2002年度のグループ（A）の個数は163個
中106個（65．0％）に対してグループ（B）は57個
（35．0％）となり，グループ（A）が3分の2を占
める。
7．分類の細目の小の推移について
7．1 細目の小についての年度別の集計結果
設問から抽出した分類の細目の小について，集計
が5個以上の9つの用語について，年度別の集計を
行った。
図19，図20では，9つの用語について年度別に並
べた場合の中央値に着目し，図17，図18と同様にそ
の年度を上下の太線で囲み，太線が一本の場合は年
度の境界を示している。
全ての設問を分類した場合の集計では，中央値が
ある年度は，ICTのアクセシビリティは2010年，デ
ジタルの情報の単位が2009年，Excelの操作の四則
演算が2008年，著作権の著作権法第35条と第38条が
2007年，ITの電子メールが2007年から2006年，ICT
のユビキタスが2006年，セキュリティの個人情報が
2006年から2005年，ITの URLが2005年，ITの LAN
が2002年となった（図19）。
図19 設問から抽出した問題の分類 細目の小の主な集計 全ての設問の場合 年度別の推移
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正解の設問を分類した場合の集計では，中央値が
ある年度は，ICTのアクセシビリティは2010年，デ
ジタルの情報の単位が2009年，セキュリティの個人
情報，Excelの操作の四則演算が2008年，著作権の
著作権法第35条と第38条が2008年から2007年，IT
の電子メールが2007年から2006年，ICTのユビキタ
スが2006年，ITの URLが2005年，ITの LANが2004
年となった（図20）。
8．まとめと今後の課題
今回の研究では兵庫県の過去14年間に行われた教
員採用試験から，出題される設問を構成する問と選
択肢を取り出し，用語と用語の説明のセットを分類
することで教員に求められる情報分野の知識として
351の用語の抽出を行うことができた。また，用語
を11の細目に分類しそれらをグループ化すること
で，必要とされる知識の系統が推移していることが
確認できた。
用語の抽出と分類により構築した今回のデータ
ベースについて，以下の内容が今後の課題となる。
8．1 情報分野の設問からの用語の抽出と他分野で
の活用
今回の用語の抽出の手順として，（1）設問の問
と選択肢から字義的に用語を判断し抽出できる場合
と，（2）設問の問と選択肢の文意を解釈しその結
果から用語を推定する場合の2通りを行った。
今回検討した採用試験における情報分野の設問の
他，様々な択一式の設問についても設問が用語と用
語の説明から構成されている場合，同様の方法で用
語の抽出を行うことが可能であると考えられる。
8．2 e-Learningシステムへの応用
用語と用語の説明のセットからなるデータベース
を e−Learningシステムに提供することで，教員に
必要な知識の習得と習得の効率化に貢献できると考
えられる。本来の輻輳した設問から用語と用語の説
明のセットを取り出し，e−Learningシステムで利用
することで，正誤式の設問を動的に作成し，ユーザー
が利用した時点で採点結果や解説を提示することが
可能となる。
ただし，このシステムの課題として，今回抽出し
た用語と用語の説明のみで構築したデータベースを
図20 設問から抽出した問題の分類 細目の小の主な集計 正解の設問のみ 年度別の推移
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利用する場合，ユーザーが誤答した場合に提示する
解説は用語の説明そのものであり，用語と説明のセ
ットだけからユーザーが正答を選択するための知識
を習得するには不十分だと予想される。e−Learning
システムとして利用する場合には個々の用語につい
てさらに適切な解説を追加することが必要となる。
以上提起した2つの課題について，今後さらに研
究を進めたい。
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抄 録
教育現場で必要とされる情報分野の知識は，情報技術の急速な進歩に合わせて日々変化してお
り，現状どのような領域の知識や情報処理の技法が必要とされているか明確でない。
今回の研究では教員の採用試験に出題される設問を構成する問と選択肢から，用語と用語の説明
のセットを分類し，教員に求められる情報分野の知識の抽出を行った。
結果，過去14年間に行われた教員採用試験から，教員に求められる情報分野の知識として351の
用語の抽出を行うことができた。これらの用語は11のグループにまとめることができ，技術系の用
語のグループは出題比率が減少し，コミュニケーション系の用語のグループは出題比率が増加して
いることが確認できた。
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